
総量削減義務と排出量取引制度

東京都環境局

基準排出量変更申請書の作成に関する説明

第２部 熱供給事業所
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１ 変更事象の確認

STEP１

変更後の基準排出量の算定

『基準排出量変更申請』の提出

変更要件の確認（増減量の算定）

変更事象の確認

STEP３

STEP４

STEP２

STEP１

変更後の基準排出量の算定

基準排出量変更申請書の提出

変更要件の確認（増減量の算定）

変更事象の確認

STEP３

STEP４

STEP２

全体フロー

第２部 熱供給事業所



①供給先床面積の増減

例１ 供給先床面積の増築・新築

例２ 供給先床面積の減築・解体

供給先床面積の増減は、事業所床面積の増減

だけでなく、住宅の増減も含みます。
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第２部 熱供給事業所

（１） 変更事象の確認 STEP１

(算定GL p.132)



例１ 建物の増築・新築に基づく供給先床面積増加

変更前 変更後

A棟 B棟

C棟

A棟 B棟

C棟 D棟

A棟:増築
D棟:新築
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第２部 熱供給事業所

STEP１（２） 変更事象の例

①供給先床面積の増減

DHC DHC

温熱冷熱

(算定GL p.132)



A棟 B棟

C棟

A棟 B棟

C棟
D棟
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第２部 熱供給事業所

STEP１

例２ 建物の減築・解体に基づく供給量減少

変更前 変更後

A棟:減築
D棟:解体

（２） 変更事象の例（続き①）

DHC
DHC

温熱

冷熱

(算定GL p.132)①供給先床面積の増減



7

全体フロー

２ 変更要件の確認（増減量の算定）

第２部 熱供給事業所

変更要件の確認（増減量の算定）STEP２

STEP１

変更後の基準排出量の算定

基準排出量変更申請書の提出

変更事象の確認

STEP３

STEP４

要件に該当する

申請不要

要件に
該当しない



第２計画期間から、熱の種類ごとに供給先の事業所の床面積を

合計した値の増減量が６％以上の場合該当します。
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【第１計画期間の要件確認方法】

合計面積に変化がないため

基準排出量の変更はでき
ない

【第２計画期間以降の要件確認方法】

【要件確認】

増減面積/変更前面積

＝10,000㎡/20,000㎡

＝50％≧６％（該当)

第２部 熱供給事業所

例 2020年４月より建物A及び建物Bへ冷水供給を開始した場合

(算定GL p.136)

温熱 10,000 ㎡ 10,000 ㎡

冷熱 0 ㎡ 5,000 ㎡

温熱 10,000 ㎡ 10,000 ㎡

冷熱 0 ㎡ 5,000 ㎡

温熱 20,000 ㎡ 20,000 ㎡

冷熱 0 ㎡ 10,000 ㎡

温冷熱 20,000 ㎡ 30,000 ㎡

⇒

変更後

面積

建物A

建物B

合計

熱供給先 熱の種類
変更前

面積

建物A 10,000 ㎡ 10,000 ㎡

建物B 10,000 ㎡ 10,000 ㎡

合計 20,000 ㎡ 20,000 ㎡

⇒

変更後

面積
熱供給先

変更前

面積

（１） 変更要件の確認 STEP２
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変更後の基準排出量の算定STEP３

STEP１

基準排出量変更申請書の提出

変更要件の確認（増減量の算定）

変更事象の確認

STEP４

STEP２

全体フロー

３ 変更量の算定

第２部 熱供給事業所
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③全部の実測値を用いた算定

①過去の排出量実績を用いた算定

変更量＝Σ(熱の種類ごとの過去の排出実績に基づく排出原単位(t-CO2/m2)

×増減した供給先床面積)

変更量＝Σ(熱の種類ごとの実測値に基づく排出原単位(t-CO2/GJ） 
×増減した熱の供給先への熱の種類ごとの熱の供給量)

熱の種類ごとの排出量を算定する必要がある

第２部 熱供給事業所

(1) 変更量の算定方法

②排出標準原単位(t-CO2/㎡)を用いた算定

(算定GL p.143-145)

STEP３
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①熱種類ごとの排出量算定方法

第２部 熱供給事業所

都市ガス

電気

ターボ冷凍機１

ターボ冷凍機２  

共用設備      

冷温水発生器２

冷温水発生器１

ボイラー１

ボイラー２
蒸気

冷水

温水

電気 △kWh

蒸気 ○GJ

都市ガス   ○m3

冷水 ○GJ

温水 ○GJ

都市ガス   ○m3

蒸気 ○GJ

都市ガス   ○m3

冷水 ○GJ

温水 ○GJ

都市ガス   ○m3

冷水 △GJ

電気 △kWh

A t-CO2

B t-CO2

C t-CO2

例 冷温水製造熱量で按分して温水製造

       に係る都市ガス量、電力量を算定

△kWh

(2) 変更量算定方法の例
(算定GL p.143-145)

STEP３

冷水 △GJ

電気 △kWh

電気 △kWh

電気 △kWh

電気 △kWh
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②共用設備の扱い

第２部 熱供給事業所

都市ガス

電気

ターボ冷凍機１

ターボ冷凍機２  

共用設備     

冷温水発生器２

冷温水発生器１

ボイラー１

ボイラー２
蒸気

冷水

温水

供給量：A GJ

蒸気 ○GJ

都市ガス   ○m3

冷水 ○GJ

温水 ○GJ

都市ガス   ○m3

蒸気 ○GJ

都市ガス   ○m3

冷水 ○GJ

温水 ○GJ

都市ガス   ○m3

供給量：B GJ

供給量：C GJ

共用設備の電力使用量を
適切な指標により按分する

例 a×供給量÷（A+B+C）

冷水 △GJ

電気 △kWh

冷水 △GJ

電気 △kWh

ａ kWh

(３) 変更量算定方法の例（続き①）
(算定GL p.143-145)

STEP３

電気 △kWh

電気 △kWh

電気 △kWh

電気 △kWh
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第２部 熱供給事業所

STEP３（２）変更事象を確認・申請する際に必要な根拠資料

算定方法 確認事項 根拠資料例

①③※１ 

既存建屋
供給先延床

面積
【増加根拠】
 熱需給契約書、検査済証、確認申請など
（熱供給プラントがある場合は賃貸借契約書）

【減少根拠】
 熱需給廃止契約書など

増減建屋

供給先延床
面積

増減時期

エネルギー使用量 事業所内の計測データ（※特定計量器でなくても良い）

計測点図 単線結線図、都市ガス配管図など

※基準年度（「イ 前計画期間末から」を選択する場合、「2020年３月末」）時
点の供給先延床面積を整理します。
変更事象の確認期間の選択については、第一部共通編のスライド９を参照願います。

熱需給契約書に供給先床面積の記載がない場合、確認申請等の建物概要表、図面
等を提出願います。
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変更後の基準排出量の算定STEP３

STEP１

変更要件の確認（増減量の算定）

変更事象の確認

STEP２

全体フロー

４ 基準排出量変更申請書の提出

第２部 熱供給事業所

STEP４ 基準排出量変更申請書の提出



１(２) 指定地球温暖化対策事業所の概要

①

②

①用途別面積

・供給先面積を「工場・そ
の他」へ記載してください。

・変更前と変更後の熱の種
類ごとの供給先面積の合計
を記載してください。

・熱需給契約書、公的資料
(確認申請,確認済証など)
をもとに供給先床面積を設
定してください。

②事業所の概要

・事業所の概要及び変更事
象を詳細に御記入ください。
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STEP４

第２部 熱供給事業所

基準排出量変更算定書作成のポイント

(記入要領 p.14-19)



①
①状況の変更のあった年度

・熱需給契約書等に記載の、
変更のあった年月としてくだ
さい。

基準年度

時間

床
面
積

基準年度の

平均供給先
床面積

増減した供給先床面積
が基準年度の平均供給
先床面積の６％以上と
なった月を記入する。
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第２部 熱供給事業所

２(１) 状況の変更のあった年度等

6％

基準排出量変更算定書作成のポイント（続き①）

STEP４
(記入要領 p.11，20-21)



・熱供給事業所の場合、①の欄を使用しま
す。他の欄には記入しないでください。

・変更前及び変更後の熱供給先面積には、
スライド15の変更前及び変更後の供給
先面積を転記願います。

・基準となる期間は、当初の基準排出量の
対象年度、その後変更があった場合は、
最後の変更申請の状況の変更があった
年月日を記入願います。
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第２部 熱供給事業所

２(3) 状況の変更の内容及び変更要件の確認
(熱供給事業所)

基準排出量変更算定書作成のポイント（続き②）

STEP４

①

(記入要領 p.20，25)



①

③
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熱供給の場合、①と③から選
択します。

①過去の排出実績で変更量算
定した場合に記入します。

②熱供給の場合、この欄は使
用しません。

③全部の実測値で変更量を算
定した場合記入します。

第２部 熱供給事業所

３ 変更の量の算定

基準排出量変更算定書作成のポイント（続き③）

STEP４

(記入要領 p.26-29)

②



１　事業所区分について

となります。

であります。

２　他人から供給された熱の供給割合の計算

備考　

％
他 人 か ら供 給さ れた
熱 の 使 用 割 合

このシートは様式「その１」の事業の業種及び建物の延べ面積の用途別内訳欄を入力後に使用してください。

事業所区分の確認用シート

【注意事項】

年度 年度

温 水 [GJ]

事業所全体の原油換算 [kl]

冷 水 [GJ]

産 業 用 蒸 気 [GJ]

 (1)　貴事業所は、

 (2)　判断基準に基づき貴事業所にて判断する事業所の区分は、

建物の延べ面積の用途別内訳から判断すると

年度

産 業 用 以 外 の 蒸 気 [GJ]

①自動入力

熱供給事業所の場合、
第一区分事業所が自
動的に選択されます。

②手動記入

第一区分事業所を選
択します。

③熱供給事業所の場合、
この欄は使用しませ
ん。
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① ②

第２部 熱供給事業所

事業所区分の確認用シート

基準排出量変更算定書作成のポイント（続き④）
STEP４

(記入要領 p.30)

③
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お問合せ先
東京都環境局 気候変動対策部 総量削減課

「総量削減義務と排出量取引制度」相談窓口

〒163-8001

 新宿区西新宿二丁目８番１号都庁第二本庁舎20階南側

窓口時間：  9：00～17：45

 電話   ：  ０３−５３８８−３４３８

 メール ：  ondanka31@ml.metro.tokyo.jp

参考資料
⚫ 各種提出書類等

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/documents/

⚫ 各種ガイドライン等

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/rules/guidelines/
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